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 本業務の背景と目的 

１.１ 業務の背景 

平成 28年 11月にパリ協定が発効され、2020 年を迎えた昨今、いよいよパリ協定の実施

段階に入っている。マレーシア政府は、自国が決定する貢献（NDC, Nationally 

Determined Contribution）として、2030 年に 2005 年比で温室効果ガスを 35％削減する

こと、そして国際的な協力が得られる条件下で 45％まで削減することを目標として掲げて

いる。また、2019年には 2025年までに発電用燃料全体に占める再生可能エネルギーの比

率を 20％に引き上げることを目標とする、「マレーシア・エネルギー供給

2.0(MESI2.0) 」計画を発表し、温室効果ガス削減に向けた活動をより活発化している。 

こうした中で、「SDGs 未来都市」である富山市は、公共交通を軸としたコンパクトなま

ちづくりや地域特性を活かした小水力などの再生可能エネルギーの活用で実績を評価さ

れ、国際連合から日本で唯一「エネルギー効率改善都市」として認定されている。富山市

は環境先進都市としての役割を果たすため、現在、マレーシア連邦ジョホール州内に位置

するイスカンダル地域及びボルネオ島北部サバ州の州都であるコタキナバル市と再生可能

エネルギーの活用や公共交通活性化に関する協力協定を締結し、脱炭素社会実現に向け、

市や市内企業の環境に関する技術やノウハウの国際展開を進めている。 

 

  

イスカンダル地域との協定締結の様子 コタキナバル市との協定締結の様子 

 

１.２ 業務の目的 

パリ協定では、中央政府に加えて自治体・都市を含む非政府主体による気候変動を加速

させることが掲げられているが、具体的な地域の気候変動対策やプロジェクトを検討・実

施するうえで、都市や自治体はキープレイヤーとなる。世界全体での脱炭素社会の実現に

向けては、特に経済成長が著しいアジアにおいて、持続可能な脱炭素社会、またその通過

点としての低炭素社会の構築への動きを加速させることが必要であり、社会経済の発展を

支える活動の場である都市の脱炭素化・低炭素化に向けて、国際的にも都市の取組を支援

する動きが強化されてきている。 

本事業では、イスカンダル地域、コタキナバル市の両都市の 2050 年のカーボンニュー



２ 

トラルの実現に向けた具体的な取り組みとして、①バイオ燃料や電気バス等を活用した脱

炭素公共交通を軸とした都市開発事業、②小水力発電及び太陽光発電を軸とした再生可能

エネルギーの普及事業、③再生可能エネルギーを活用した非電化地域の電化事業について

検討したうえで、本都市間連携事業を通じた両都市の 2050年カーボンニュートラル宣言

及び本事業で検討した取り組みの温室効果ガス排出削減計画への反映に資する取組を実施

した。 

 

１.３ 本業務の実施体制 

本年度の業務実施体制は、図 １-1 の通りである。都市間連携の枠組みの元、富山市と

イスカンダル地域、コタキナバル市が協力協定を結び、イスカンダル地域開発庁とコタキ

ナバル市が窓口となり、それぞれ本調査の検討対象事業や政策立案の支援に関する協議を

実施した。 

事業化の検討に際しては、富山市内の企業として、産業ガスのサービスに特化した企業

で、インドネシアにおいて都市間連携事業をきっかけとした JCM設備補助事業（公共交通

バス燃料転換）を組成した経験を有する北酸株式会社、小水力発電事業組成やエンジニア

リング設計の経験を有する北電技術コンサルタント株式会社、太陽光発電のエンジニアリ

ング設計の経験を有する株式会社日本空調北陸、国際協力の取組を実施している富山国際

大学、バイオガスの液化技術の知見を有する日揮グローバル株式会社等と連携した。ま

た、日本エヌ・ユー・エス株式会社は、都市間連携にかかる情報収集、各調査支援、関連

する機関や企業の連絡調整を含めた事業全体のマネジメントを行った。 

 

 
図 １-1 本業務の概要及び実施体制 
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 令和３年度までの調査結果の概要 

令和 3年度までの都市間連携事業では、新型コロナウイルスの感染拡大により、現地調

査を実施することが出来なかったが、オンライン会議等を活用し、当初想定していた、

JCM 事業化に必要な情報を収集することが出来た。これらも含めた成果のまとめを表 ２-1

に示す。 

脱炭素交通事業に関しては、パームオイル工場のポテンシャルサイトを大幅に見出すこ

とが出来た一方で、BRTで利用する燃料について、IRDA としては、当面は電気バスを中心

に交通分野の脱炭素化を目指す方針であることから、将来的なバイオ燃料利活用に向けて

は、交通分野以外でのバイオ燃料の利用拡大を目指すことで、バイオ燃料の利用に必要な

インフラ設備を順次、整備していくことが必要であることが明らかとなった。 

小水力発電については、優先的に検討する地点を選定した上で、オンライン現地調査等

も実施し、これまでより、詳細な情報を入手することが出来た。また、太陽光発電につい

ては、コタキナバル市役所の屋根に設置することにより、ある程度コストメリットが見出

せることが示唆された。 

非電化地域における再生可能エネルギーを活用した電化プロジェクトの実現について

は、小水力発電や太陽光発電等の再生可能エネルギーの普及を中心としつつ、現地の課題

解決につながるような電力利用先の検討や環境教育プログラムの開発も含めたプロモーシ

ョン方法の検討、他地域への横展開方法の検討等が必要であることが示唆された。 

 

表 ２-1 令和３年度までの都市間連携事業の成果のまとめ 

プロジェクト 成果 

脱炭素公共交通事業  バイオ燃料供給サイトの拡大に向け、イスカンダル地域

及びコタキナバル市付近のパーム工場を抽出し、ポテン

シャル量を把握した。 

 バイオ燃料供給事業の実現に向け、パームオイル事業者

へのアプローチを開始した。 

 バイオ燃料供給設備・輸送設備に関する技術的検討を行

い、設備コスト・運用コストの精緻化を行った 

 BRT システム導入に際して、バイオ燃料への燃料転換を

実施した際のメリットを把握し、現地へ燃料転換事業へ

の働きかけを実施した。 

 バイオ燃料利活用事業の実現に向け、ボランタリークレ

ジットなどの活用も含め、複数のビジネススキームにつ

いて検討した。 

 公共交通（BRT）導入に関する先行事例を調査した上

で、ワークショップにおいてその内容や課題について共

有した。 
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再生可能エネルギー事業  小水力発電のリハビリ候補地点を選定した。 

 設備利用率低下の原因を把握するため、オンライン現地

調査を実施した。 

 オンライン現地調査及び文献調査の結果から、設備利用

率低下の要因や課題を抽出し、ハード面・ソフト面の双

方から、課題の解決方法について考察した。 

 再生可能エネルギー事業化に関する制度面や規制面での

課題を抽出した。 

 公共施設の太陽光発電導入ポテンシャルサイトを選定

し、パネル設置図面や推定発電量を算出した。 

再生可能エネルギーを活用

した電化事業 

 コブニ村における電力利用課題について把握し、電力利

用量等の基礎情報に関する情報収集を実施した。 

 非電化地域の電化事業に関する先行事例等から、今後の

方針について整理した。 

都市間連携活動  ワークショップにおいて、富山市の取組みや政策につい

て紹介した。 

 富山市のオンラインツアーにより、富山市や市内企業の

取組み内容について共有した。 
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 脱炭素公共交通事業 

マレーシアはパームオイル生産量世界第 2位（2,148.6万 t，2014 年）であり、イスカ

ンダル地域の位置するジョホール州はパームオイルの精製能力が国内第 3位（1,589万

tFFB[Full Fruit Bunches]，2015年）、コタキナバル市の位置するサバ州は国内第 1位

（3,376 万 tFFB，2015年）となっている。パームオイル工場からの排水（POME: Palm Oil 

Mill Effluent）は、有機性汚濁物質が高濃度で含まれており、その処理が長年の課題と

なっている。特にサバ州では、飲料や入浴などの生活用水として河川水を用いる地域にお

いて、POME の汚染がみられ、これに起因する健康被害も報告されている。この問題への対

応策として、マレーシア政府は、パームオイル産業向けの環境規制を強化し、排水基準の

設定による POME の適性処理を義務付けている。それ以降、パームオイル工場では、POME

をラグーンと呼ばれる素掘りの排水池で処理してきたが、発酵反応により温室効果ガスで

あるメタンガスが発生することから、国家重点経済分野：National Key Economic Areas

（NKEA）において、2020年を目標年に、POME の処理過程で排出されるメタンガスを回

収、再利用することを勧告している。 

一方、現状では、同勧告に従い、メタンガスの回収・利用設備を導入する事業者は一部

大企業に限られており、多くの事業者は、メタンガス回収設備の設置コストが大きいこと

や、回収したメタンガス利用先や輸送事業者が見つからないことを理由に、POMEを未処理

のまま河川放流するか、ラグーン処理するのみに止まっており、環境汚染や地球温暖化の

大きな要因となっている。 

そこで、本都市間連携事業では、POMEを回収し、その処理過程で発生するメタンガスを

カーボンニュートラル燃料（バイオ燃料）として有効利用することを検討した。令和 2年

度事業及び令和 3年度事業では、イスカンダル地域及びコタキナバル市周辺に存在するパ

ームオイル工場やその処理量から、バイオ燃料の供給ポテンシャル量の調査を行うととも

に、バイオ燃料製造・輸送に必要な設備コスト及び運用コストについて検討した。加え

て、バイオ燃料需要側の調査として、イスカンダル地域で導入予定の BRTでの利用ポテン

シャル量やそれに伴う温室効果ガス削減量、経済メリット等について調査・整理した。一

方、事業実現に向けた課題として、マレーシアでは、分野を問わずバイオ燃料の利活用が

普及しておらず、交通分野へ利用するためには、燃料輸送や燃料供給インフラの整備を含

め、広くバイオ燃料を普及させる必要があることが明らかとなった。そのため、令和 3年

度事業で開催したワークショップでは、IRDA より、インフラ整備に必要なコストを交通分

野のみで負担することは難しいため、脱炭素交通の実現に向け、イスカンダル地域周辺に

存在する産業分野でのバイオ燃料の普及も合わせて検討したい要望を受けた。そこで、今

年度事業では、応募事業の実現に向け、新たなビジネススキームの検討及びバイオ燃料利

活用の普及に向けた実施体制の構築を目指した。 

また、これらの技術的な検討に加え、脱炭素交通の構築に向けた検討として、富山市が
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導入した公共交通（LRT）に関する政策とゼロカーボンシティ宣言やエネルギービジョン

といった脱炭素政策の関係性等について整理し、共有するとともに（第 6章に記載）、イ

スカンダル地域における脱炭素交通の実現に向けた課題と今後の取組方針について協議し

た。 

 

３.１ バイオ燃料利活用サプライチェーンの構築 

前述の通り、バイオ燃料の交通分野での利活用事業実現に向けては、交通分野以外も含

め、広くバイオ燃料の利活用を普及させる必要があることが明らかとなった。また、現

在、我が国とマレーシア国間では JCM締結前であるため、国内外のステークホルダーとも

協議し、まずは、図 ３-1 に示すバイオ燃料利活用サプライチェーンを検討した。 

 

図 ３-1 検討したバイオ燃料利活用サプライチェーン 

 

上記サプライチェーンの構築にあたり、2022 年 7月に現地へ渡航し、ジョホール州の

KUMPULAN PRASARANA RAKYAT（KPRJ）及び Gas Malaysia社と面談を実施した。以下、面談

の概要を示す（表 ３-1、表 ３-2）。面談では、いずれのパートナー候補からも前向きな

コメントを受領することができた。特に、Gas Malaysia社では、先行的に廃棄物埋立場に

おけるバイオメタンの回収及び導管注入の検討を実施予定であったことから、今後のビジ

ネスパートナーの有力候補として、次項以降の検討を優先的に実施した。 
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表 ３-1 ジョホール州 KUMPULAN PRASARANA RAKYATとの面談概要（2022年 7月） 

参加者 
ジョホール州 KUMPULAN PRASARANA RAKYAT（5名）、日本エヌ・ユー・

エス（2名） 

面談概要 

 POMEからのバイオメタンは、事業者が自社のパームオイル精製プ

ラントにおいて発電用で利用している事例もある。今後、改修し

たバイオメタンを販売する場合、自社利用用の供給と競合しない

ように注意する必要がある。（KPRJ） 

 バイオメタンをバスの燃料として利用する場合、持続可能性が重

要である。POME からの回収により CO2が削減できることは理解し

たが、例えば、コスト的経済性が成立するのかなど、事前に十分

な検討を行う必要がある。（KPRJ） 

 特に、LNGを液化する場合、それなりのエネルギーも必要となる

ことから、CNG/LNGいずれが成立するのかも検討の余地がある。

（KPRJ） 

 また、CNGとして利用する場合においても、最終的な燃料の発熱

量なども含め、製品の品質を安定させる必要がある。POME由来の

バイオメタンで安定的な供給が技術的に可能なのかも検討が必要

である。（KPRJ） 

 仮に POME由来のバイオメタンによる燃料供給が不足する場合、

廃棄物等からのメタン回収も、一時的な代替手段として検討でき

る。（KPRJ） 

 パームプランテーションは、現在、成長途中段階のものが多いと

認識している。今後、プランテーションの量として、ピークとな

ってその後減少するのか、もしくは安定的に確保が可能なのかな

ど、プランテーション事業者に確認する必要がある。（KPRJ） 

写真 
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表 ３-2 Gas Malaysiaとの面談概要（2022年 7月） 

参加者 Gas Malaysia（3名）、日本エヌ・ユー・エス（2名） 

面談概要 

 2022年 8月からジョホール州内、廃棄物の埋立地からのメタン回

収に関する PJの検討を行う予定であったことから、今回の内容

はタイムリーな検討であり歓迎する。（Gas Malaysia） 

 CNG/LNG 両面で検討を進めているようであるが、Gas Malaysia 社

のこれまでの経験やコスト面を考慮すると、CNGでの事業化を推

奨する。 

 インフラ整備の課題については、公共バスの数も少なく、走行距

離も 20～40km程度と、そこまで多くないため、適切な管理を行

うことで、大規模なインフラ整備は必要ないと想定できる。 

 カーボンクレジットの売買については、マレーシアでは、制度設

計がなされていないことから、まずは、国の制度の構築が必要で

あると認識している。 

写真 

 

 

３.２ バイオ燃料利活用事業に関するステークホルダーとの関係構築 

当社のグループ会社の日揮ホールディングスでは、インドネシア国において、図 ３-1

に示すビジネススキームと類似のプロジェクトを検討している 1（図 ３-2）。バイオ燃料

利活用事業の早期の実現に向けては、同プロジェクトの知見等も活用し、検討することが

望ましいと考え、以降の検討は、日揮ホールディングスを含めた検討を実施した。 

 

 
1 https://www.jgc.com/jp/news/2022/20220425_01.html 
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出典：日揮ホールディングスプレスリリース 

図 ３-2 日揮ホールディングス社がインドネシアで検討している事業イメージ 

 

まず、バイオ燃料利活用事業の実現に向けて、2022年 10月に Gas Malaysia 社を訪問

し、事業実現に向けた意見交換及び今後の検討方針等について協議した結果を表 ３-3に

示す。 

 

表 ３-3 Gas Malaysiaとの面談概要（2022年 10月） 

参加者 Gas Malaysia（3名）、日本エヌ・ユー・エス（2名） 

面談概要 

 日揮ホールディングス社がインドネシアで検討しているバイオメ

タンプロジェクトについて、生産規模やバイオガス中に含まれる

バイオメタンと CO2の割合を知りたい。（Gas Malaysia） 

→早急に日揮ホールディングスを含めた 3社で NDAを締結して詳

細な情報のやり取りを実施したい。（JANUS） 

 Gas Malaysia社が分析した結果、マレーシアで POMEから回収さ

れるバイオガスには、CO2が 30%程度含まれていると認識してお

り、他国と比較して高いと考えている。仮に、バイオガス中のバ

イオメタンを回収したとしても、CO2を大気に排出しても、クレ

ジットは発行できるか確認したい。（Gas Malaysia） 

 Gas Malaysia社では、有機性廃棄物からのメタン回収事業も合わ

せて検討している。（Gas Malaysia） 

 バイオ燃料の販売については、EUと Singapore 側での需要はあ

るが、輸送時における CO2排出量が課題となる可能性がある。

（Gas Malaysia） 

 Gas Malaysia社では、これまで、マレーシア国内の企業とバイオ

メタン等の液化装置を共同研究により開発してきている。当該技

術では、通常の化石燃料由来の LNGと競争できる程度の価格でバ

イオ LNG が販売できると考えている。 
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上記の方針を踏まえて、当社のグループ会社である日揮ホールディングス社も含め、

2023年 1月に NDAを締結し、2022年 12月から 2023年 2月に複数回の事業の詳細につい

て協議を重ねた。その結果、最終的に、2023年 3月 3日に日本で開催されたアジア・ゼロ

エミッション共同体（AZEC）閣僚会合官民投資フォーラムにおいて、以下の内容につい

て、3者間の MoU を締結し、今後のより詳細な検討フェーズへ進むことに合意した。今後

は、早ければ 2023年度中の特別目的会社（SPC）の設立、プロジェクトスタートが見込ま

れ、本都市間連携事業の大きな成果の 1つとして捉えている。 

 

・ バイオメタンプロジェクトの開発について 

 新規のバイオメタンプロジェクトの開発 

 既存のバイオメタンプロジェクトの販売及びマーケティング 

・ 持続可能なパーム産業の開発について 

 バイオマス発電所向けの EFBペレットの製造 

 SAFプロジェクトの開発 

 バイオ製品の開発 

 

３.３ 脱炭素交通の実現に向けた課題と今後の取組方針 

前項に記載したバイオ燃料利活用事業の検討と合わせて、イスカンダル地域で課題とな

っている交通分野における温室効果ガスの排出削減の方法や課題について、検討を進め

た。 

これまでの都市間連携事業では、IRDAで検討している公共交通機関（BRT）の脱炭素化

について検討し、電気バスやバイオ燃料という手段で、将来的な脱炭素化を目指す方向性

となっている。一方、イスカンダル地域は近年急速に発展をしていることに加え、シンガ

ポールの労働者のベットタウンとなっていることもあり、住民の移動手段として、バイク

からの排出量も非常に多くなっている（車両の渋滞を回避するため、シンガポールへバイ

クで通勤している状況である）。加えて、近年は、Grabやフードデリバリーサービスも急

速に発展していることから、今後、脱炭素の実現に向け、バイクからの排出量の削減が必

要不可欠となる（図 ３-3）。 
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図 ３-3 フードデリバリーサービスのバイクが並ぶ様子 

 

2022年 7月に IRDAを訪問した際、交通分野の脱炭素化について議論した際、台湾で既

に事業化され、我が国では現在先行的に実証されているバッテリー交換式の電気バイクの

BaaS事業（Battery as a Service）について紹介したところ、IRDAから大きな関心を得

た。BaaS事業の概要及び BaaSモデルの特徴は図 ３-4 に示す通りで、ステーション導入

に関する事業者のコスト負担を抑えることが可能であると同時に、バッテリーの充電時間

や航続距離の課題を解決できる特徴を有している。 

 

 
出典：https://news.mynavi.jp/techplus/article/qunie-baas-1/ 

図 ３-4 BaaS事業の概要及び特徴 

 

台湾では、既に Gogoro社が 2015 年から先行的に事業を実施しており、2022年 8月時点

でサービスの契約数は 50万を達成、台湾全土で 2,400箇所以上のバッテリーステーショ

ンを配備し（図 ３-5）、新二輪車販売の 25％を電動二輪車が占めている状況である。 
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出典：Gogoro 社ホームページ 

図 ３-5 台湾で進められている BaaSの導入事例 

 

これらの情報を基に、2023年 2月に IRDA を訪問した際に、脱炭素交通の実現に向けた

今後の取り組み方針等について協議した結果を表 ３-4 に示す。面談では、次年度以降、

バッテリー交換式バイクを活用した BaaS 事業の実施に向けたマスタープランの検討及び

バッテリー充電に利用する電力の脱炭素化及びエネルギーマネジメントの方針について検

討したい意向を確認した。 

 

表 ３-4 IRDAとの面談概要（2023年 2月） 

参加者 IRDA（3名）、富山市（2名）、日本エヌ・ユー・エス（2名） 

面談概要 

【Blue Shark社について】 

 マレーシアでの BaaS 事業者として Blue shark 社を紹介したい。

同社は現時点でマレーシア政府から充電ステーション及び乗り物

導入許可の 2種類を取得している唯一の企業である。（IRDA） 

 現在、クアラルンプール市内で先行的に実証試験を開始してお

り、市内 4箇所に充電ステーションを設置し、様々なデータを取

得している。（IRDA） 

 電気バイクはマレーシアではまだ浸透しておらず、利用者もまだ

少ないが、脱炭素交通の実現には不可欠であると考えている。

（IRDA） 

 クアラルンプールでのバイク利用者は B40（Bottom40：所得が低

い）層で、高いコストを支払って、電気バイクを取得てきるよう

な利用者ではない。そういう意味で、BaaSのシステムを利用し、

車体だけを購入し、コストの大半を占めるバッテリーを共有で持

つことで、B40層でも電気バイクの購入が可能になり、脱炭素化

に有効になる可能性が高いと考えている。（IRDA） 

 Blue Shark社と面談した結果、ジョホール州はシンガポールへの

通勤手段としてバイクを利用している人も多く、バイク数は約

140,000 台となると予想されていることから、今後の有望なター
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ゲット地域と考えているようである。（IRDA） 

 IRDAとしては、シンガポールの状況も考慮している。具体的に

は、シンガポールでは、2050年までの脱炭素計画を策定している

ほか、EV（車両、バイク）の導入を積極的に進める計画となって

いる。 

 ジョホール州としては、1,000箇所で充電ステーションの導入を

目標すること、IRDA がモデルとなり、先行的に FS・実証等を実

施し、州全体に広めたい進めたい意向である。 
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 小水力発電及び太陽光発電を軸とした 

再生可能エネルギーの普及事業 

マレーシアでは、脱炭素化に向けた政策目標として、再生可能エネルギーの割合を現在

の 23%から 2025 年までに 31%まで増加させることを掲げられており、サバ州では、2025 年

までに 360MW を再生可能エネルギーで賄う計画が掲げられている。コタキナバル市が位置

するサバ州は、立山連峰に囲まれ豊富な水資源を有する富山市と同様、東南アジア最高峰

のキナバル山等を源とする水資源が豊富に存在し、小水力発電が多く存在している。その

一方で、これらの設備は一様に稼働率が低く、ポテンシャルに比して十分に機能していな

いことが課題となっている。原因としては、経年劣化に起因する故障等により著しく設備

利用率が低下している事例や、洪水等による被災後、復旧がままならず、設備利用率が低

下したままとなっている事例がある。また、設備稼働当初から設備利用率が低い設備も存

在している。これは、河川流量、流況、地質等の設置条件が十分に検討されず導入に至

り、不適合な水理条件の下で水車発電設備が計画通り動作しない現象であると推測され

る。こうした背景から、水力発電事業については、太陽光発電や風力発電と比較し、安定

的な電力供給が可能であることから、2021年～2025年にかけて、水力発電事業を優先的

に促進する計画がある。このように、水資源は豊富に存在するものの、そのポテンシャル

を活かしきれていない設備が多く見受けられることから、本都市間連携事業では、サバ州

内に存在する設備利用率が低下している小水力発電設備の復旧（リハビリ）、もしくは、

日本製のより高効率な設備へと切り替え、小水力発電による発電量を回復または増加させ

ることで、化石燃料由来の電力を代替し、温室効果ガス排出量を削減すること目指す。 

また、サバ州は日光が豊富なマレーシアの中でも日照量が多い地域であるため、再生可

能エネルギーの開発として太陽光発電についてもポテンシャルが極めて高い地域である。

コタキナバル市では、上述の「Green City Action Plan : Kota Kinabalu」の中で、市内

の 56箇所の学校施設等も含め、合計 100MW の太陽光発電設備を導入することを目指して

いる。 

本事業では、富山市内企業として、小水力発電設備の導入検討を数多く実施した実績を

有する北電技術コンサルタント株式会社及び富山市を中心に多数の太陽光 EPC実績を有す

る株式会社日本空調北陸の協力を得て、コタキナバル市内を中心に、JCM設備補助事業等

を活用した小水力発電及び太陽光発電の導入について検討した。 

令和 2年度事業では、コタキナバル市及びサバ州内に存在する小水力発電設備として、

現地電力会社が所有する設備計 7カ所（8.1MW）、民間事業者が所有する設備 2カ所

（3.6MW）に関して、発電設備の仕様や発電量の経年変化のデータを入手した。その結

果、設備利用率が日本の平均値と比較し、非常に低い（平均 20%前後）ことから、事業実

施により、発電量を増加出来る可能性があることが示唆された。令和 3年度事業では、現
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地電力会社等と協議の結果、前述の 9カ所の設備のうち、優先的に改修が必要である 2カ

所を対象設備として選定し、オンラインでの現地調査や事業者に対するヒアリングを通し

て利用率低下の要因について調査した。その結果、ハード面では水路からの漏水や設計課

題、ソフト面では、運転方法、定期メンテナンスの方法等に関する課題を特定し、それら

に対する解決策案を事業者に提示した。 

また、太陽光発電事業に関しては、コタキナバル市役所と協議した結果、市が管理する

施設に対する自家消費型の太陽光発電の導入を検討したい意向を確認したことから、市役

所等を含む市内の施設 3か所を太陽光発電設備の導入候補地点として選定し、設備設置図

面を検討するとともにその導入効果を試算した。 

今年度事業では、小水力発電事業については、現地事業者の意向を確認しながら、提示

したハード面・ソフト面の双方の取組の実現に向けた取り組みを実施した。また、太陽光

発電事業については、令和 3年度に検討したポテンシャルサイトのうち、市役所の屋上で

の設置について、現地調査での詳細検討・設計を実施した。また、コタキナバル市では、

FIT 制度等の再生可能エネルギーの導入に対する財政的支援政策が存在しないため、富山

市や日本の自治体が実施している再生可能エネルギー導入促進につながる財政支援政策等

について共有した（第 6章に記載）。 

 

４.１ 既存の小水力発電の発電量の回復又は増加に資する施策の検討 

令和 2年度事業では、コタキナバル市及びサバ州内に存在する小水力発電設備として、

SESB社が所有する設備計 7カ所（8.1MW）、民間事業者が所有する設備 2カ所（6.5MW）に

関して、発電設備の仕様や発電量の経年変化のデータを入手した。その結果、設備利用率

が日本の平均値と比較し、非常に低い（平均 20%前後）ことから、事業実施により、発電

量を増加出来る可能性があることが示唆されたが、具体的な設備利用率低下の原因特定ま

でには至らなかった。そこで、令和 3年度事業では、特にリハビリが必要とされているサ

イトとして、Carabau 発電所及び Naradau発電所を対象と選定し、文献調査やドローン等

を活用したオンラインの現地調査を実施し、収集した情報から把握できる両発電所におけ

る課題やその解決案について検討した。 

今年度事業では、SESB社とも協議の上、両発電所のうち Naradau発電所を選択し、現地

調査及び現地運転員などへのヒアリング等から、より詳細な情報を把握した。あわせて、

これまで収集した情報等をベースとして、我が国特有の複雑な小水力発電サイトにおける

長年の安定運転技術の共有やそれらのサイトに適した設備の導入の可能性の検討促進、ま

た我が国とマレーシアとの小水力発電に関する技術交流の深化を目的とした「小水力発電

技術セミナー」を開催した。 

また、SESB と協議し、将来的な JCM設備補助事業の適用を見据えた新規案件についても

あわせて検討した。 
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４.１.１ ハード面での施策検討 

1)発電所の概要 

Naradau 発電所は、コタキナバル市から約 100km東に位置しているクンダサン

（Kundasang）市（図 ４-2）付近の山岳地帯に位置している。クンダサンは、マレーシア

において最も標高の高い山であるキナバル山のふもとに位置しており、登山などを楽しみ

に来る観光客の受け入れスポットになっている。 

Naradau 発電所は 1999年に建設され、880kWのタービンが 2基設置されており、落差約

150m で 2つの別々の河川から取水していることが特徴として挙げられる（図 ４-1）。 

 

 
図 ４-1 Naradau発電所の位置及び概要設備 

 

  
図 ４-2 クンダサンの様子 

 

近年の Naradau発電所の発電の状況としては、表 ４-1 に示すとおりであり、2015 年と

2020年に大きく発電量が低下していることが分かる。SESBへのヒアリングによると、

2015年に発電量が低下した要因としては、サバ州で発生した地震の影響により 2つあるう

ちの 1つの取水口が損壊し、利用できなくなったためであり、2020年に発電量が低下した

要因としては、ノズルが故障したことに加え、雨季に発生した地滑りの影響や全体点検に

より発電を停止したことが要因である。 
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表 ４-1 Naradau発電所電力効率の推移 

 
 

2)現地調査 

令和 3年度事業では、特にリハビリが必要とされているサイトとして、Carabau発電所

及び Naradau発電所を対象と選定し、文献調査やドローン等を活用したオンラインの現地

調査を実施したが、実際の状況を確認し、対策を検討する必要があると判断し、2023 年 7

月に Naradau発電所の現地調査を実施した。 

以下では、現地調査を実施した結果として、発電所までのアクセスから各取水口及びタ

ービンの状況等について整理する。 

 

 発電所までのアクセス 

前述の通り、Naradau 発電所は、Mesilou（メジロウ）川、Liwagu（リワグ）川の 2つの

河川から取水している。そのうち、Liwagu川における取水口については、山岳地帯の奥地

に存在しており、車両でアクセス可能な道路から数百メートル程度離れている。また、降

雨時には、アクセス道の途中にある崖地が土砂崩れのリスクもある足場の悪い砂利道とな

っている。実際に、現地視察前日には大雨が降ったことも影響から、土砂が流入している

状況であった（図 ４-3）。このことから、リハビリに必要な工事を実施する場合には、工

事車両のアクセス手段等を別途検討する必要があることが明らかとなった。 

一方、Mesilou川の取水口へのアクセスは Liwagu川と比較すると容易であり、車両で取

水口に隣接する場所までのアクセスが可能である。また、取水口近辺には地元住民が居住

しており、農作を実施している様子であった（図 ４-4）。 
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図 ４-3 Liwagu 川取水口周辺のアクセス道路の様子 

 

  
図 ４-4 Mesilou川取水口周辺のアクセス道路様子 

 
 取水口 

Liwagu 川の取水口は、チロル型式が採用されている（図 ４-5）。実際の様子としては、

図 ４-6に示すとおりであり、現地調査時は訪問前後の降雨量が多かったため、河川の流

量は通常より多い時期であった。 

一方、図中の赤枠で囲んだ場所については、枯葉や土砂などが多く引っ掛かるような形

となっており、取水の妨げになっている様子であった。メンテナンスとしては、年に数回

程度、河川が流れている状態でごみを取り除く作業を行うとのことであった。 
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出典：水資源機構三重用水管理所ホームページ 

図 ４-5 チロル型式取水のイメージ 

 

  

図 ４-6 Liwagu川取水口 

 
前述の取水口により取水された水は、その後、図 ４-7 の赤の点線で示したような経路

によりオープン型の沈砂池に通過させる方式となっている（図 ４-8）。沈砂池では取水口

で除去できなかった小さな土砂等を沈殿させることを目的として設置されているが、オー

プン型になっていることもあり、枯葉などが流入してしまい、送水口に設けているスクリ

ーンに大量の枯葉などが詰まっている状況であった。スクリーンの詰まりにより、沈殿槽

における流速は激減している様子であり、多くの水が沈砂池に設けられている放水口から

河川に戻されていた。それらの対策のため、メンテナンスとして、作業員が枯葉などを毎

日除去する作業を実施している状況であった（図 ４-9）。また、沈砂池で沈砂した堆積物

については、年に数回、沈砂池の底に設けられたラインから、系外へ排出されることとな

っている。 

送水口の後は、直径 1m程度のパイプラインを通して、発電所まで落差により送水され

ている（図 ４-10）。 
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図 ４-7 取水口から沈砂池までの経路 

 

 

図 ４-8 沈砂池の全景（令和 3年度事業においてドローンで撮影した様子） 

 

  
図 ４-9 Liwagu川送水口及びメンテナンスの様子 
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図 ４-10 送水用のパイプライン 

 

次に、Mesilou（メシロウ）川の取水については、こちらも Liwagu川と同様、チロル型

式が採用されている。一方、これまで SESB社から説明のあった通り、取水口の一部が

2015年の地震により損壊しており、全く取水ができていない状況であった（図 ４-11）。

具体的には、2つの要因により取水が出来なくなっており、1つは地震によって、左図の

写真の通り河川の流れ自体が変わってしまい、取水口の部分に水が進みにくくなったこ

と、加えて、右側のこれまでは水路となっていた部分が地震により崩れ落ちてしまったた

め、水がそちらの損壊した部分にすべて流れ込んでしまうことの 2点で、結果としては、

全く水が取水できなくなっている状況であった。 

 

  

図 ４-11 Mesilou川取水口の損壊の様子 

 
次に、現在は取水がされていないため、利用されていない状況ではあるが、Mesilou川

でも沈砂池が設けられている。現在は、取水がされていた頃に溜まった土砂が残存してい

る状況である（図 ４-12）。 
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図 ４-12 Mesilou川の沈砂池の様子 

 

また、現在は取水できていない関係から利用されていないが、Mesilou 川から発電所ま

では、Liwagu川と同様、直径 1m 程度のパイプラインを通じて送水されている。 

 

  
図 ４-13 Mesilou 川取水口からの地上ペンストックの様子 

 
現在、Mesilou川の取水は停止している状況ではあるが、SESB社からは 2023年春から

が復旧に向けた土木工事を開始する予定であることを確認している。 

 

 発電所（タービン建屋） 

タービン建屋には、Turgo 社製のタービン 2台及び発電機が設置されている。一方、
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Mesilou 川からの取水ができなくなった以降は、1台のみのタービンが稼働している状況

である（図 ４-14）。 

 

  

図 ４-14 Naradau 発電所建屋の様子（タービン及び発電機） 

 

発電所には制御室が存在し、電子制御盤により、瞬間的な出力が確認できるようになっ

ている。また、バルブの開閉をコントロールする簡単なシステムもあり、運転停止・再開

は制御室からできるようになっている。再起動に必要となる時間は、火力発電と比較して

も約 15分と短いため、異常が発生した際には即座に停止するマニュアルとなっている。

建屋には、SESB 社の運転員が常時最低 1名は常駐している状況となっており、基本的に 2

名の作業員が 8時間のシフトを組んで交代しながら運転管理をしている。 

Naradau 発電所では、取得したデータを電子データで出力する装置が設置されていない

ため、確認したデータは、作業員が毎時出力を名簿に手で記入している（図 ４-15）。ま

た、Carabau発電所も同様のシステムとなっているが、SESB 社が所有する他の発電所で

は、自動的に電子データとして保存するシステムが整備されている。 

 

  

図 ４-15 Naradau 発電所の制御盤及び発電データ記入表 
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3)今後の検討課題 

今後の検討課題としては、いずれの発電所も設置されている設備規模に対して発電量が

不足している状況が挙げられる。令和 3年度事業のオンライン現地調査から、「取水口等

から漏水・逸水している可能性があることから、取水設備の機能調査を実施し、必要に応

じて改修する」、「設備の位置や構造が正しく設置されているか確認し、必要に応じて、改

修する」といった解決方法を考察したが、今回、実際に現地調査をした結果から、新たに

以下のような改善案を提案する。 

Naradau 発電所や Carabau発電所では、マレーシアの雨季乾季等の独特の気候の関係か

ら、小石や泥が多く混ざったような濁度の高い水が流れこんでいるにもかかわらず、土砂

の流入対策ができず、安定的な取水や送水が実施できていないことが明らかとなった。わ

が国で多くの小水力発電設備の設計をした知見を有する北電技術コンサルタントによる

と、その要因となるのが、チロル型式の取水方式を選択したこととされている。洪水が多

く発生する地域や濁度の高い水質の地域では、リスクを鑑みて側方取水方式が選ぶことが

一般的であり、除塵作業についても安全に実施できるというメリットもある。表 ４-2で

両方式のメリット及びデメリットを整理する。 

 

表 ４-2 取水方式の比較 

評価【◎：非常に有益、〇：有益、×：デメリット】 

種別 側方取水方式 チロル型式取水方式 

建設工事費 

（比率） 
1.0 0.9（〇） 

河川取水 

（確実性） 

◎側方取水であるため、洪水時にお

いても越水しないで確実に取水を行

うことが可能である。 

・我が国においては、取水口の流入

流速を 1.0m/s以内としている。 

✕取水口に土砂が堆積した場合（写

真）に、確実な取水ができない。 

・我が国においては、一般的に取水

口幅１ｍ当り 0.1m3/s程度の取水が

可能であるとされている。 

維持管理 

（保守性） 

◎洪水時においても、多量の土砂及

び流木等が流入しにくい。 

◎取水口上から除塵作業を安全に行

うことができる。 

✕洪水時に多量の土砂が流入しやす

い。 

✕流木及び流石等がスクリーンに挟

まった場合は、取水不可能となる 

評価 

上記より、確実な取水を指向する場合、「側方取水方式」が一般的である。 

「下方（チロリアン）取水方式」は、確実な取水が困難であるため、補給

取水の目的で渓流取水に多く採用されている。 

出典：北電技術コンサルタントより 

 

一方、既存の設備に対して、取水方式を大きく変更するためには、大掛かりな工事が必
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要となるため、チロル型式の取水方式を改良する選択も考えられる。表 ４-3 に取水スク

リーンから落下した全水量を取水するのではなく、土砂の混入率が低い水のみを取水する

方法を比較した結果を示す。 

 

表 ４-3 チロリアン取水方式の比較 

評価【〇：有益、×：デメリット】 

項目 チロル型式取水方式【標準型】 チロル型式取水方式【改良越流型】 

概要図 

 

 

取水方法 

一般的なチロリアン取水方式であ

り、水平スクリーンから落下した全

水量を取水する方法である。 

水平スクリーンから落下した後、上

水のみを取水する方法である。 

土砂流入 

の防止 

河川水を直接取水するため、取

水口より流入した土砂が、下流

水路へ流下していく可能性は高

い。 

× 上水のみを取水するため、取水

口より流入した土砂が、下流水

路へ流下していく可能性は低

い。 

〇 

維持管理

（保守性） 

取水堰並びに沈砂池兼水槽に設

置した排砂ゲートを定期的に開

放し、排砂する必要がある。 

× 左記に比べて、排砂作業の頻度

は少ない。 

〇 

建設工事費 

（比率） 

0.7 〇 1.0 × 

評価 

洪水時に、河川取水に伴う土砂の流入が懸念される場合は、「改良越流型」

構造が下流への沈砂池及び導水路・水槽への土砂流入を防止する対策として

有利である。 
出典：北電技術コンサルタントより 

 

SESB社では、今後、特に Naradau 発電所の Mesilou川の取水口の復旧工事を行う意向が

あることから、これらの内容を後述の小水力発電セミナーにおいて共有し、設備設計等に

適宜反映したい意向を確認した。 

なお、これ以上の詳細な技術検討や設備設計については、別途、測量等も含めた、大掛

かりな調査が必要となることから、別事業へのスピンアウトも含め、SESB社や本邦企業と

ともに連携しながら進めることとする。 
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４.１.２ ソフト面での施策検討 

令和 3年度事業において実施した SESB社と本邦企業とのオンライン意見交換などやオ

ンライン現地調査の結果から、設備利用率の向上に向けては、ハード面の対策だけではな

く、運転方法やメンテナンス方法等のソフト面においても改善の余地があることが資され

た。 

そこで、本事業では、我が国の中でも、特に安定稼働が難しい河川が多く存在する北陸

地域において、数多くの設備設計、運転実績を有する北電技術コンサルタントの知見を現

地企業へ共有することを目指し、2023年 2月に小水力発電技術セミナーを現地（SESB

社、富山市、日本エヌ・ユー・エス等）及びオンライン（北電技術コンサルタント等）の

ハイブリッドで開催した。 

以下、当日のセミナーアジェンダを示す（表 ４-4）。また、当日の説明資料について

は、別添資料（８.１、８.２）の通りである。当日は、SESB社から数多くの技術的な質問

が行われ、両国にとって、非常に有意義な機会となった（図 ４-16）。 

 

表 ４-4 小水力発電技術セミナーのアジェンダ 
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図 ４-16 小水力セミナーの様子 

 

４.１.３ 新規 JCM案件の可能性について 

マレーシア政府は既に 2050年カーボンニュートラルを目指すことを宣言しており、今

後、益々、再生可能エネルギーに関する事業開発が進められることが想定される。本都市

間連携事業を通じて、サバ州最大の電力会社である SESB 社との強固な連携体制が構築で

きたことから、今後の新規 JCM案件の候補となる事業や日本企業との連携可能性について

ヒアリングを実施した。 

まず、SESB 社はマレーシア政府の温室効果ガス排出削減の長期目標に応じる形で、2050

年にカーボンニュートラル、2035年までに温室効果ガスの排出係数を 45％削減する目標

を掲げている。SESB 社が位置するサバ州の電力部門の排出係数は 0.525tCO2/MWhとなって

おり、日本の電力部門の排出係数と比較しても高い数値となっている（図 ４-17）。これ

は、発電電力量の約 75％近くを天然ガスが占めているためである。 
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図 ４-17 マレーシアの地域ごとの電力部門の排出係数 

 

SESB社では長期削減目標の実現に向け、2010 年代から再生可能エネルギー設備の導入

を進めており、2010 年、2022年の比較としては、図 ４-18の通りとなっている。具体的

な数値としては、2010年は水力発電やバイオマス発電で合計 106.5MWであったのが、2022

年には太陽光が大幅に増加し合計 218.1MWと約 2倍程度の発電容量となっている。 

 

2010年の再生可能エネルギー導入状況 
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2022年の再生可能エネルギー導入状況 

 

図 ４-18 SESB社の再生可能エネルギー導入状況の比較 

 

また、今後の計画としては、図 ４-19に示す通り、水力発電や洋上風力発電のほか、バ

イオマス・バイオガス発電や地熱発電についても検討を進める計画をしている。また、ヒ

アリングにおいて、日本企業の技術協力や日本企業との共同出資による事業開発について

も大きな関心を持っていることを確認している。 

 

 

図 ４-19 SESB 社の今後の再生可能エネルギー開発計画の概要 
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４.２ 公共施設に対する太陽光発電事業計画の策定 

サバ州は日光が豊富なマレーシアの中でも日照量が多い地域であるため、再生可能エネ

ルギーの開発として太陽光発電についてもポテンシャルが極めて高い地域である。コタキ

ナバル市では、上述の「Green City Action Plan : Kota Kinabalu」の中で、市内の 56

箇所の学校施設等も含め、合計 100MW の太陽光発電設備を導入することを目指している。

令和 3年度事業では、SESB社及び SEDAへのヒアリング結果から、サバ州において FIT制

度は適用されないことが明らかとなった。そこで、コタキナバル市役所と協議した結果、

公共施設でかつ、自家消費用に適した昼間の電力消費量がある程度見込める施設をとし

て、コタキナバル市が管理をする表 ４-5に示す 3地点を導入候補地点として選定し、

Google Maps の航空写真等から、設備設置図面を検討し、簡易的に導入効果を試算した。 

今年度事業では、令和 3年度に検討した 3つのポテンシャルサイトについて、現地調査

等を実施したうえで、最終的な投資判断を行うための詳細な検討を実施した。あわせて、

コタキナバル市では、FIT制度等の再生可能エネルギーの導入に対する財政的支援政策が

存在しないため、富山市や日本の自治体が実施している再生可能エネルギー導入促進につ

ながる財政支援政策等について共有し、今後の公共施設に対する再生可能エネルギーの普

及につながる政策の策定の支援を行った（第 6章に記載）。 

 

表 ４-5 令和 3年度事業で調査した太陽光パネル導入候補地点と調査概要 

 
 

４.２.１ 現地調査結果 

2022年 7月に各導入候補サイトの現地調査を実施した。以下では、各地点における現地

調査結果を示す。 
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1)コタキナバル市役所 

コタキナバル市役所は、建設年度の異なる複数の建物で構成されている。概要として

は、3つの建造物に加えて、屋根のない駐車場及び屋根付きの駐車場の概ね 5つのエリア

に分類することができる（図 ４-20）。以下では、それぞれのエリアについて、現地調査

した結果について整理する。 

 

 

図 ４-20 コタキナバル市役所の概要図 

 

 エリア A：最も新しく建築された建屋 

エリア Aの建屋の屋根は材質としては、鋼板のような素材となっている。また、鋼板の

下は建物の外壁と同様、コンクリートでできており、荷重耐久性も問題ないように見受け

られた。また、屋根はやや傾斜があるが、設置可能な面積はある程度確保できる（図 

４-21）。一方、建屋から屋根へのアクセス経路が限られており、仮にパネルの設置工事を

行う場合、建屋内から直接アクセスし、工事を行うことが難しい印象であった。そのた

め、設備の設置工事やメンテナンスを行う際には、足場等を組み立てて、外部からアクセ

スする必要があるため、その分の追加コストが発生する可能性が高いことが分かった。た

だし、コタキナバル市役所との協議時に、コタキナバル市内で太陽光発電設備を導入する

場合、太陽光パネルやケーブル等の盗難の可能性について配慮が必要である旨のコメント

があったが、当該エリアでは、簡単にアクセスができないことから、盗難の可能性は低い

と考えている。 

 



３２ 

 
図 ４-21 エリア Aの屋根の様子 

 

 エリア B：古い建屋（小） 

エリア Bの建屋の屋根は、使用している素材や屋根の構成については、エリア Aと同様

になっている。エリア Aよりも以前に建築されていることから、多少錆などが発生してい

る状況ではあるが、エアコンの室外機なども設置されていることから、荷重耐久性につい

ては、全く問題ないように見受けられた（図 ４-22）。設置可能な面積としては、小規模

である。また、屋根へのアクセスについても、建屋の 2階から直接アクセスできるように

なっていることから、設備設置工事やメンテナンスも容易に行えると考えられる。また、

こちらも外部から直接アクセスは難しいことから、盗難の可能性も低いと考えられる。 

 

 
図 ４-22 エリア Bの屋根の様子 

 

 エリア C：古い建屋（大） 

エリア Cの建屋の屋根は、直接登って確認することが難しい場所であったことから、隣

接する建屋の窓から目視で確認した。素材としては、鋼板を使用している様子であった

が、その下の素材が不明であり、荷重耐久性については、さらなる調査が必要であること

が示唆された（図 ４-23）。設置可能な面積としては、ある程度確保可能である。屋根へ
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のアクセスとしては、建屋内から直接アクセスできるルートは存在しないが、1階建ての

建屋であることから、地上から足場等を設置することで、アクセスが可能であることか

ら、大掛かりな工事は必要ないと考えられる。 

 
図 ４-23 Cビル屋上の様子 

 
 エリア 4,5：駐車場 

最後に、コタキナバル市役所には、約 100台程度の車両が駐車可能な屋根なしの駐車場

及び屋根付きの駐車場に加えて、30 台程度のバイクを駐車できる屋根付きかつ盗難防止機

能が付いたスペースが存在している。 

まず、屋根付きの駐車場については、屋根の素材は鋼板で出来ているが、荷重耐久性は

高くないと推察されることから、太陽光パネルを設置する場合は、枚数を制限するなどの

考慮が必要となる（図 ４-24）。設置可能な面積としては、ある程度確保できる。 

次に、屋根なしの駐車スペースについては、本事業で協力している日本空調北陸株式会

社がサービス提供している太陽光発電機能付きのカーポート（図 ４-26）の設置を検討し

たが、コタキナバル市役所との協議の結果、コストがかかることや、工事期間中に駐車場

が利用できなくなることといったコメントを受け、本事業での検討は見送ることとした

（図 ４-25）。 

最後に、屋根付きのバイクの駐車スペースについては、屋根の強度こそあるものの、設

置可能な面積が非常に小さいことから、本事業での検討は見送ることとした（図 

４-27）。 
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図 ４-24 屋根付きの駐車場 

 

 

図 ４-25 屋根なしの駐車スペース 
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出典：日本空調北陸より 

図 ４-26 カーポート型太陽光発電システム 

 

 

図 ４-27 屋根付きのバイクの駐輪場 

 

2)Pasar Tanjung Aru 

Pasar Tanjung Aruはコタキナバル市役所が管理する「Pasar（＝市場）」であり、主に

日用品や食品の販売をしている小規模の店舗が存在する施設である。屋根は平坦で、素材

としても鋼板であることから、荷重耐久性についても、問題ないように見受けられた（図 

４-28）。また、周辺に駐車スペースが存在していることから、カーポート型の太陽光発電

設備の設置も検討できると考えていた（図 ４-29）。しかし、実際に店舗を確認したとこ

ろ、電力の使用用途としては、簡易的な扇風機と照明のみであり、東南アジア地域で主要

な電力消費源であるエアコンや大型の冷蔵・冷凍庫等が設置されていないことが明らかと
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なった。前述の通り、サバ州では、FIT制度が適用できないことから、自家消費型の太陽

光発電設備の設置を検討する必要があるが、当該施設では、電力消費が見込めないことか

ら、本事業の検討対象からは除外することとした。 

 
図 ４-28 Tanjung Aruの商業スペース及び屋根の様子 

 

 

図 ４-29 Tanjung Aruの駐車スペースの様子 

 

3)Anjung Selera 

Anjung Seleraは、海辺を訪れる観光客向けの飲食店や日用品店、スポーツジム等の施

設が入った複合施設である（図 ４-30）。 

メイン建屋の 1階の大分部は、イベント用のステージのようなスペース及びフードコー

トが設けられており、訪問客数もコロナ禍で観光が完全に再開していない時期であっても

現地の利用者が比較的多く確認できた。また、2階部分には、日用品のマーケットや事務

所が設置されていた（図 ４-31）。施設の電力消費用途としては、エアコンは設置されて

いないが、照明や大型の扇風機、また調理器具に必要な電力や冷蔵庫・冷凍庫などが考え

られる。一方で、屋根の素材は鋼板であるものの、その形状がアーチ状になっているた

め、パネルを設置する場合は技術や工夫が必要となると考えられる。また、建物自体に壁

がなく、柱のみで支えている状況であるため、仮に設置する場合は荷重耐久性について十

分に確認する必要がある。 
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図 ４-30 Anjung Selera の概要 

 

 

図 ４-31 Anjung Selera のフードコート及び２階オフィスの様子 
 
次に、隣接するスポーツジムは、メイン建屋と比較すると、サイズとしてはより小規模

ではあるが、構造自体はコンクリートであり、荷重耐久性が高いように見受けられた（図 

４-32）。また、建屋に隣接する形で、約 100台程度の駐車スペースも設置されており、一

部、カーポートが付いているエリアも存在した（図 ４-33）。一方で、これらのスペース

についてはコタキナバル市役所の管理外であることから、本事業の検討対象からは除外し

た。 
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図 ４-32 Anjung Selera の駐車スペース及びアネックスビルの様子 

 

 
図 ４-33 Anjung Selera の駐車スペースの様子 

 

4)まとめ 

現地調査の結果を整理し、コタキナバル市と協議をした結果、今後の事業検討対象とし

ては、電力消費量が多いことに加え、設置面積もある程度確保でき、更に電力消費のデー

タの収集が容易であるコタキナバル市役所に絞ることにした。以下では、具体的な導入検

討の詳細を説明する。 

 

４.２.２ 電力需要データ及び需要シミュレーション 

自家消費用の太陽光発電設備を検討する場合、電力需要を超える量の発電量が無駄にな

ってしまうことから、コタキナバル市役所の電力消費データを調査した。電力消費データ

の証憑資料として、コタキナバル市役所から電力会社からの請求書を受領し（図 

４-34）、そこに記載の数値から、月別の電力消費データを収集し、年間の電力消費データ

を算出した。なお、収集したデータとしては、最新の数値として 2021年を基準とした電

気料金請求書に加え、参考として、新型コロナウイルス感染拡大前の 2019年のデータに

ついても取得した。 
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両年における月別電力消費量は、それぞれ表 ４-6、表 ４-7 のとおりである。 

サバ州では雨季乾季はあるものの、年間を通じて 30℃近い気温であることから、月別の

電力消費量に大きな差はないことが分かった。一方、2021年 8月が極端に数値が低くなっ

ているが、コタキナバル市役所へのヒアリングによると、この理由としては、電力会社か

らの請求額の算定は 2021年 1月～7月の電力消費量に基づき計算されているが、2021 年

の実際の消費量が減っていたためその差分を８月で訂正したことが原因であるとのことで

あった。 

年間の消費量としては、2019 年が 112,392kWh であるのに対し、2021年は 85,127kWh で

あり、約 24％減となっている。これは、新型コロナウイルス感染拡大により、2021年２

月の多くが在宅勤務となっていたことに加え、感染拡大前は、夜間にイベントを頻繁に開

催していたのに対して、2021 年にはそうしたイベントが開催できなかったためとのことで

あった。今後は、そうしたイベントも徐々に開催される見込みであることから、最終的に

は、年間約 100MWh程度の電力消費が見込めると考えられる。 

 

 

図 ４-34 電力会社から発行される請求書 
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表 ４-6 2018年 12月～2019 年 11月におけるコタキナバル市役所の電力消費量 

 

 

表 ４-7 2020年 12月～2021 年 11月におけるコタキナバル市役所の電力消費量 

 

 

次に、30分ごとの電力消費データを確認したいと考えたが、コタキナバル市役所では、

月別の電力消費データより詳細なデータを取得していなかったことから、参考として、我

が国の公共施設における 30分ごとの電力消費データを参照し、コタキナバル市役所にお

ける平日及び休日の 30分ごとの電力消費データのシミュレーションを実施した。 

シミュレーションの結果を図 ４-35 に示す。わが国の公共施設では、通常、平日は勤務

開始後の 8時前後からお昼の 12 時ごろにかけて電力消費量が徐々に増加し、お昼時間帯

は一時的に低下、午後の勤務開始後である 13時頃から再度電力消費量が多くなり、夕方
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にかけて徐々に低下していくようなフローとなっている。また、休日は、わずかな波はあ

るものの、概ね一定の電力消費量となっている。コタキナバル市役所へのヒアリングによ

ると、勤務時間帯のズレはあるものの、概ね、シミュレーションのような電力消費で相違

はないことを確認した。加えて、シミュレーションデータの検証のため、コタキナバル市

役所に設置されている電力消費メータの数値を 2022年 12月 19日～22日の 4日間にわた

って、毎日 8時、13 時及び 17時半に目視で確認をし、概ね差はないことを確認してい

る。 

電力消費量としては、平日の昼間の時間帯のピークとして 160kwh、夜間の時間帯で

20kwh、休日は概ね 20kwh程度であることが分かった。 

 

 
図 ４-35 コタキナバル市役所の年間電力消費量の時間別シミュレーション 

 

また、電力消費に伴い、電力会社に支払っている金額としては、請求書に記載の金額か

ら、年間 94,400USD（≒約 100万円）程度であることが分かった。 

 

４.２.３ 設備設置検討及び発電量シミュレーション 

前述のとおり、サバ州では FIT制度が導入されていないため、余剰電力分は一切買い取

りができないことから、電力消費量の下限値に近い数値となるような設備容量での発電設

備の設置を検討することが望ましい。この考えをベースに設備設置図面を検討した結果を

図 ４-36に示す。前項で示したそれぞれの建屋及び屋根付きの駐車場に対して、合計 129

枚のパネル、合計 80.46kWの設備を設置する結果となった。また、この設備により発電可

能な時間別の発電量を前述の電力消費シミュレーションデータと合わせて示した結果を図 

４-37 に示す。週末のお昼時間帯にわずかに余剰電力が発生するものの、年間で
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145,624kWhの発電が見込まれることが示された。 

 
図 ４-36 太陽光パネルの提案設置図面 

 

 
図 ４-37 太陽光発電設備を導入した際の電力発電及び消費量の比較 

（緑：発電量、青：平日の消費量、赤：週末の消費量） 

 

４.２.４ 事業実施体制の検討 

現状、我が国とマレーシア国は JCMの締結国ではないことから、コタキナバル市役所か
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らは、設備導入にあたり、極力、設備導入に必要なコストを抑えたい意向を確認した。そ

こで、発電に必要な主要設備である太陽光パネルやパワーコンディショナーについては、

日本製の製品を検討しつつ、架台や建設工事については、現地で調達することを検討し

た。2022年 7月の現地調査と合わせて、現地で太陽光発電設備の導入等を実施している企

業である Recoveane Ent社と協議をした。同社は電気設備の設置を専門とした企業であ

り、太陽光発電に関しては、フローティング太陽光を含め、複数の事業の設置及び O&Mの

実績を有していることを確認した（図 ４-38）。また、同社では SEDAから太陽光パネルの

設置工事許可も取得済みであることから、連携可能性が高いと考えている。これらの状況

も含め、最終的には、図 ４-39 に示すような実施体制を検討し、コタキナバル市役所に対

して提案を行い、関心を得ている状況である。 

 

 

図 ４-38 Recoveane Ent社が関与している太陽光発電事業 

 

 

図 ４-39 事業実施体制（案） 
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 再生可能エネルギーを活用した非電化地域の電化事業 

コタキナバル市は東マレーシア最大の都市である一方、農村地域では電化の遅れがみら

れる地域も散在している。これらの地域の電化率向上のため、サバ州及びサラワク州では

「農村地域電化プログラム」（Rural Electricity Supply（BELB）Programme）を実行し、

電化に取り組んでいる。同計画では、電化の方法として、既存のグリッドを農村地域に接

続すること、もしくは、同地域に直接発電設備を導入する方法の 2つの手段が提案されて

いる。一般的に、未電化地域はグリッドから離れた地点であることから、既存グリッドの

接続は費用対効果が低く、後者が選択されることが殆どである。同計画の実施により、

2012年末には、サバ州全体の電化率は 90.81%まで増加しているが、依然、非電化地域は

一定数存在している。 

そこで、本都市間連携事業では、コタキナバル市中心部から約 20kmに位置するコブニ

村を対象として選定し、電力需要に合わせ、小水力発電や太陽光発電等の再生可能エネル

ギーを組み合わせた電化プロジェクトを検討した。電化を進めることで、教育環境や病院

などの医療施設環境の向上、ジェンダーバランスの向上、都市への人口流出防止などの効

果が見込まれ、これらは SDGsの観点からも、意義のある取組である。また、周辺には同

様の非電化地域が複数箇所存在することから、コブニ村のモデルを他地域へ展開すること

も見込まれる。 

 

５.１ 事業モデルの検討に必要な情報の収集 

令和 3年度事業では、現地関係者へのヒアリングやオンラインでの現地調査により、コ

ブニ村の電力需給の状況や電力供給に関するニーズ、再生可能エネルギー導入のポテンシ

ャルについてオンラインベースで調査した。オンライン調査により、電力需要及び再生可

能エネルギーによる発電ポテンシャルが明らかになったものの、設備の規模感から、再生

可能エネルギー設備の導入のみでは、JCM設備補助事業も含め、国際的な資金調達等が難

しいという課題が明らかとなった。一方、過去の類似事例では、水の浄化設備や LED照

明、電動車など、それぞれの地域の課題の解決に直結するような技術を 1つのパッケージ

として導入することで、国際的な資金調達を行う事例が存在することがわかった。 

そこで、今年度事業では、2022 年 7月、10月に現地調査及び現地関係者へのヒアリン

グを実施し、コブニ村の状況や今後の事業展開に関するニーズをより詳細に把握した。あ

わせて、過去に同様の電化プロジェクトを実施した実績を有する富山国際大学と新たに連

携し、現地課題の抽出やそれらの解決につながるような電力利用方法の検討を行うととも

に、環境教育プログラムの開発も含めたプロモーション方法の検討や他地域への横展開の

方法等について検討した。 
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５.１.１ コブニ村の概要 

コブニ村は、コタキナバル市中心部から約 12km離れた場所に位置しており、車で約 20分

～30分と、比較的アクセスの良い場所に位置している（図 ５-1）。人口は約 300人であり、

周辺地域と同様に、住民はカダサン民族のコミュニティに属している。カダサン民族とは、

サバ州において登録されている 32種の少数民族の中で最も大きなコミュニティである 2（図 

５-2）。コブニ村の全景としては図 ５-3 に示す通りであり、小さな集落に、民家や村の施

設などが密集している。 

 

  
図 ５-1 コブニ村の位置 図 ５-2 サバ州住民の民族構成 

 

 
2 https://www.malaysia.gov.my/portal/content/30114 
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図 ５-3 コブニ村の全景 

 
５.１.２ コブニ村の発電ポテンシャル 

コブニ村には、イナナム川とコブニ川の 2つの河川が流れている（図 ５-4）。イナナム川

は南から北に流れており、コブニ川はその逆の方向である。令和 3年度事業では、オンライ

ン調査から、河川の様子などを確認することができたが、流量等までを確認することが困難

であった。今年度事業では、現地で直接測定を実施し、小水力発電の導入ポテンシャルを調

査した。 

 

 
図 ５-4 イナナム川及びコブニ川の位置 
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まず、イナナム川は、図 ５-5 に示す通り、大きな石が点在するものの、水量としては、

通年で十分確保されている。また、Google Earthの標高を確認すると、コブニ村の内でも

10m 近くは確保されている状況である。河川の両サイドもスペースが確保されていることか

ら、小型のタービンや発電機の設置は可能であると考えられる。 

 

 

 
図 ５-5 イナナム川の様子 

 
河川の流量及び流速については、簡易的な流速計を用いて、実際に現地で測定を行った。

手順としては、任意の地点における河川の横幅を測定したうえで、横幅 1mごとに中心地の

川底から水面までの高さを測定し、簡易的に流域面積を推計した。その後、流速系で中心の

流速を測定し、流域面積に乗ずることで流量を推計した（図 ５-6）。測定結果を表 ５-1に

示す。測定の結果、約 0.28m3/s の流量は確保できることが分かった。なお、7月は現地で

は雨季となり、水量は比較的多い時期であったが、住民のヒアリングによると乾季において

も流量の大きな変動はないとのことで、通年同程度の流量は利用できると想定できる。 
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図 ５-6 イナナム川の流速測定の様子 

 
表 ５-1 イナナム川の流速及び流速の推定結果 

測定地点 測定項目 測定結果 

- 幅 2 m 

地点① 

深さ 30 cm 

流速 41.9 cm/s（平均値） 

流量 0.126 m
3

/s 

地点② 

深さ 44 cm 

流速 34.8 cm/s（平均値） 

流量 0.153 m
3

/s 

合計流量 0.279m3/s 

 

次に、コブニ川については、村の北部を通っており、イナナム川と比較すると河川幅や流

量が小規模である一方で、イナナム川よりも落差が高く取れるため、小水力発電事業の候補

として検討した（図 ５-7）。ただし、コブニ川の両サイドは植物などが生い茂っている環境

でもあることから、仮に小水力発電設備を設置する場合、設備の設置場所を検討する必要が
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あると考えられる。 

 

 
図 ５-7 コブニ川の様子 

 
コブニ川の流速の測定の様子及び結果を図 ５-8、表 ５-2 に示す。測定の結果、コブニ

川では、約 0.04m3/s の流量が確保できることが示唆された。 

 

  

図 ５-8 流量及び流速測定の様子（コブニ川） 

 
表 ５-2 コブニ川の流量及び流速測定結果 

測定項目 測定結果 

幅 1 m 

深さ 17 cm 

流速 23.46 cm/s （平均値） 

流量 0.040 m3/s 

 
５.１.３ コブニ村の電力需要やニーズ 

令和 3年度事業では、オンラインでのヒアリング等により、コブニ村の電力利用に関する
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概要について把握した。今年度事業では、現地調査により、令和 3年度事業でヒアリングし

た施設を実際に確認し、それらの設備の利用状況を確認するとともに、電力利用のみとどま

らず、電力消費の対象となる可能性のある設備を把握するため、生活上の課題やニーズ等に

ついて住民にヒアリングを行った。 

まず、コブニ村の主な公共設備としては、中心部にあるモスクと学校（保育園）、コミュ

ニティホール及びサッカーコートであり、これら施設における電力消費量は令和 3 年度事

業で確認した結果、月に 350kWh 程度であることを把握している（表 ５-3）。 

 

表 ５-3 各施設の電力使用量と主な電力使用用途 

 
出典：現地関係者より受領 

 

実際に各サイトを調査した様子を図 ５-9に示す。モスクには祈りの時間の放送に使うス

ピーカーやエアコンが設置されている。また、保育園及びコミュニティホールには照明器具

が使用されている。サッカーコートには週末や休日にマーケット（市場）が開催されており、

普段は児童の遊び場となっている。 

また、コブニ村の各住居には、SESB 社から電力が供給されている（図 ５-10）。一方で、

昨年度のヒアリングで把握したとおり、歩道沿いには SESB社が設置した街灯が複数存在し

ていたが、いずれも故障しているものが殆どであり、昨年度から修理等は実施されていない

状況であった。ヒアリングの結果、特に保育園に向かうための道路が暗く、危険を伴うとの

ことで、早急に修理や新たな設備の設置等が必要とされている（図 ５-11）。 
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モスク 
図 ５-9 コブニ村の主な施設 

 
 

 
図 ５-10 コブニ村に接続されている電力グリッド 
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図 ５-11 街灯の必要なエリア 

 
次に、コブニ村やコタキナバル市に電力供給以外のニーズについてヒアリングをした結

果、水供給に関して課題を有していることを把握した。現在、コブニ村における飲料水用

の水は、図 ５-12 に示す青色の浄水タンク（約 1m3）で保管、利用するシステムが導入さ

れている。一方、同タンクへ供給される水源は河川水を利用していることから、大雨など

が降った後は、濁った水が大量に流れ込み、ろ過機能が著しく低下するとのことであっ

た。さらに、取水までのパイプラインについても、大雨時には濁流でつまりが発生する場

合もあり、その際は、住民が自ら手動でパイプラインの修理などを行っている状況である

ことが分かった（図 ５-13）。同タンクは導入後、既に約 10年以上経過しているが、フィ

ルター交換等を実施したことがないとのことで、当所有していたろ過効果が低下している

もしくは効果を果たしていないと考えられる。当該システムは、近隣地域で上水道が整備

されていない地域のほとんどで利用されていることから、同様の濾過状況であることが推

察される。 

 

 

図 ５-12 コブニ村におけるろ過設備 
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図 ５-13 取水ラインの修理の様子 

 

コタキナバル市へのヒアリングによると、コタキナバル市役所としても、こうした状況

を課題と感じており、独自に実施したアンケートの結果、約 80地域（集落等）において

水供給及び水浄化に関して十分なインフラが整っていないという調査結果が出ている（表 

５-4）。本調査では、コタキナバル市周囲における Inanam 地区、Manggatal地区、Nulu 地

区の 3地区を中心に、水供給の状況を把握しており、各地域においてそれぞれ 33村落、

26村落及び 16村落が含まれている。調査対象地域の凡その位置を下図に示す（図 

５-14）。調査によると、全く水供給がない集落が約 5村、その他は安定した供給を得てい

ない状況であることが分かっており、その人口はそれぞれ 2,000人及び約 20,000 人との

ことである。 

水供給の状況としては、殆どの村で「Gravity water」とよばれているコブニ村と同様

の重力式ろ過システムで河川からの水を取水し利用していることが分かった。コタキナバ

ル市のエンジニアリング部局では、本課題において地域活動委員会の会議に出席して地域

の状況を把握し、解決策を模索しているとのことで、日本の技術など適切なものがあれば

導入を検討したい旨であることを確認した。 
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表 ５-4 コタキナバル市周辺の村落における水供給状況（一部抜粋） 

 

 

 
図 ５-14 水供給調査対象地域 

 

また、コタキナバル市役所との打ち合わせでは、JICA が公開している資料（図 ５-15）

をベースとして、地域の水供給に関する課題に対する適切なソリューションについて協議

した。 

コタキナバル市中心部 

Manggatal 地区 

Inanam 地区 
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図 ５-15 水供給・浄化技術及び事業の整理 

 

上記の通り、現地の水源または予算の利用可能性に応じて導入できるシステムが異な

る。対象地域では、豊富な河川からの水が存在するが、前述したように、季節によって変

動があるほか、雨季については濁度の高い水を処理する必要があり、浄化システムの導入

の需要があると見られる。あるいは、河川とは違う水源（例えば地下水や雨水など）の有

益な利用も考えることが可能であり、今後の調査では、地域における利用可能な水源をよ

り詳しく把握する必要があると考えられる。 

また、現況では機械の維持管理などができていないところから、技術の選択のみではな

く、設備を導入した後のメンテナンスや、水供給の事業として、地域でどのように運営し

ていくか等についても長期的な将来像を描いて検討を進める必要があると考えている。 

 

５.２ 他地域への横展開に向けたプロモーション方法の検討 

コブニ村では 2017年頃から、コタキナバル市観光部局と連携し、ホームステイ事業に取

り組んでいる。取り組みのきっかけとしては、コタキナバル市の職員が日本で開催された

JICA 関係のイベントに参加した際に、イベント開催場所の地元住民のおもてなしに触れ、

感銘を受けたことがきっかけであり、同様の「おもてなし」の事業をコタキナバル市内でも

取り組みたいという発想が始まりである。コタキナバル市では、コブニ村ならではの特徴を

活かしたホームステイ事業に取り組むため、マレーシア国立サバ大学（UMS）と連携し、検

討を進めてきた。コブニ村の取り組みとして、重要視したポイントとして、現地で仕事に就

いていない村の女性（主婦）が収入を得られる形の事業を組成するということを 1つの目的

として、村の女性のコミュニティが主体となって取り組みを推進している。 

なお、UMSは、1994 年にマレーシアの 9つ目の大学として設立した大学であり、現在は科
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学、テクノロジー、農業などを強みとしている。近年はアジアと西欧を中心に、外国の大学

や企業と多くのパートナーシップを締結しており、日本の組織とは、近畿大学、高知大学や

イオンが挙げられる。その他には、Huawei、Shell、シンガポール国立大学、UNICEF などと、

幅広いパートナーを有している。 

ホームステイ受け入れ対象としては国内外の学校などを含めた団体としており、コタキ

ナバル市役所で予約の管理等を実施している。新型コロナウイルス感染拡大に伴い、一時的

に受け入れを停止していたが、2022 年に入ってからは、4 月にマレーシア国内の大学生 75

名を受け入れるなど、徐々に受け入れを再開している。 

さらに、コブニ村周辺には、Kionsom（キョンソム）の滝及び Mari Mari 文化村（Mari Mari 

Cultural Village）という観光地が存在している。キャンソム滝は、前述のイナナム川の上

流部に位置し、10 メートル以上の落差がある滝が連なっている。また、周辺の自然環境も

管理しながら、現地住民が観光地として運営しており、入場は有料でトイレ設備なども用意

されている。外には土産品を販売している店舗や、観光客を受け入れられる駐車場スペース

がある。 

 

  

図 ５-16 Kionsom滝の様子 
 
Mari Mari文化村については、カダサン民族の食文化や歴史を紹介をすることを目的した

施設であり、プログラムとしては、民族の住居の作りや民族衣装、食料などの生活習慣等に

ついて体験ができるものになっている。また、プログラムの最後には竹を使用した民族舞踊

の披露も行われるなど、現地の文化について非常に詳細に紹介されているプログラムとな
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っており、多い時には 1日に 100 人近く受け入れている。 

 

  

Mari Mari文化村のエントランス 民族舞踊 

  

施設内でのガイドの様子 
図 ５-17 Mari Mari文化村の様子 

 
これらから示唆される通り、コブニ村及びその周辺では観光事業を核とした収入モデル

が形成されている状況である。一方、現地関係者へのヒアリングによると、今後、より村を

魅力的なものにするために、「環境教育」を 1つのきっかけとしたい旨を確認している。 

今後、これらのプログラムに再生可能エネルギー等の環境要素を盛り込み、「エコツーリ

ズム」を推進するために、どのような手段が考えられるかについて、現地関係者等を含め、

協議を進めた。表 ５-5、表 ５-6 に、重要なステークホルダーであるコタキナバル市観光

部局及び UMS へのヒアリングの結果を示す。 



５８ 

 

表 ５-5 コタキナバル市役所及び UMSのヒアリング（2022年 7月 25日） 

参加者 コタキナバル市役所（１名）、UMS（１名）、JANUS（２名） 

ヒアリング

概要 

・ 2017年に、コタキナバル市が JICA事業で徳島大学を訪問した際に、

周辺の村のおもてなしからインスピレーションを受け、コタキナバル

市においてもエコツーリズム事業の検討を開始（コタキナバル市の担

当者の Fauziahton氏が特に力を入れている） 

・ そこに、Universiti Malaysia Sabah（UMS）の教授も加わり、同年に

コブニ村での事業検討を開始 

・ コタキナバル市としては、ホームステイに参加するメンバーの管理や

その適切な支払いが行われるよう監督を行っている 

・ エコツーリズム事業のロードマップを描いたうえで、段階的に実施

し、現在は、最終の Step5のモニタリング段階となっている。具体的

には、経済面でのメリットなどをモニタリングしている 

・ 今回の事業で、新たに再生可能エネルギーの普及を掛け合わせて、さ

らに魅力的なプログラムとすることは非常に望ましい 

・ 最終的には、コブニ村をモデルとして、近隣の他の村にも普及させた

い意向 

 

表 ５-6 UMSとの面談概要（2022年 7月 25日） 

参加者 UMS（４名）、JANUS（２名） 

概要 ・ 海外の大学と協力関係を持つことについて歓迎する 

・ 協定の形としては、①MoU、②Research agreementの 2種類がある。 

・ Research agreement では、担当者レベルで、1つのテーマを中心に締

結できる。 

・ 特定のプロジェクトで協力が必要であるとのことであれば、UMSとし

ても Research Agreementの締結を希望する。 

 

コタキナバル市役所と UMSはエコツーリズム事業の促進について賛成しており、コブニ

村の選択は今までの経緯や現地の体制により、地域の活性化、そして周辺地域への展開を

図るのに最も適している場所であるとの意見である。 

その他にも、コブニ村の住民や富山国際大学、富山市との面談を続けて、各ステークホ

ルダーとの関係を築いてきた。現地などで得られた情報や、現況を踏まえて、令和 5年度

以降の方針について、次項にて記載する。 
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５.３ 事業モデル案及び今後の方針 

前項までに示す現地調査及びヒアリングから、コブニ村では、電力グリッドは接続され

ているものの、街灯が不足していることや水供給の課題など、生活のインフラが十分に整

備されていないことや、十分な収入が確保できていないことが分かった。さらに、水供給

課題については、コブニ村周辺に存在する多くの集落において、同様またはより深刻な課

題を抱えていることも確認できた。 

これらの課題を解決するため、これまでの連携関係を活かしつつ、コタキナバル市と富

山市の自治体間の連携、UMSと富山国際大学の連携の基、図 ５-18に示す事業モデル案を

検討した。 

 
図 ５-18 本事業で検討した事業モデル案  

 
地域資源を活かした持続的な再生可能エネルギーの導入では、小水力発電や太陽光発電

等の再生可能エネルギー設備の導入により、電力供給を安定化するとともに、電力消費先

として水供給システムや水質浄化システムの導入により、生活レベルの向上を図ることを

目指す。導入にあたっての 1つのモデルとして、富山市で導入した土遊野マイクロ水力力

発電設備を参考とする。当該事業では、富山市国際大学の上坂教授が全体のエネルギーマ

ネジメントシステムの設計を担当していたことから、当該事業で得た知見や課題等を本事

業で検討したモデルに対しても反映することを想定している。また、設備の維持管理やメ

ンテナンスについても、地域住民自らが実施できることを前提として、両都市の大学の連

携の基で、エコツーリズムのプログラムに反映するなども検討する。 

事業検討にあたっては、富山市、コタキナバル市の両自治体の連携のもとで、地域住民

とも十分に協議を重ねて、富山市内の企業のノウハウ等を活かしながら適切なソリューシ

ョンを提案する。 
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図 ５-19 富山市土遊野マイクロ発電設備の概要（家庭規模） 

 

また、エコツーリズム事業については、コブニ村の既存の観光プログラムに対して、新

たに環境要素を追加することで、プログラムとしての魅力をさらに高め、地域の収入の向

上を目指す。具体的には、地域特有の地域資源である小水力発電による電力と地元の食

材、資源を活用した嗜好品やお土産等の作成等を行うプログラムを想定している。また、

富山市は環境未来都市、SDGs未来都市として、環境×観光に関する取組を積極的に展開し

ていることから、自治体観点での取り組みの支援や推進の方法について、コタキナバル市

に対して共有することも合わせて実施する。 

 

 
図 ５-20 エコツーリズムプログラム 

 

最後に、これらの事業の実施にあたり、我が国と現地の学生や人材の派遣、受け入れを

積極的に行い、地域活性化を図る。将来的には再生可能エネルギー関連の技術者を育成

し、現地の関連本邦企業への就職や外国人材の受け入れが見込まれる。 

 

なお、上記を実現できる事業としては、JICA の草の根技術協力事業を想定している。現

在、実施体制としては図 ５-21 を想定しており、これまでの富山市とコタキナバル市の協

力協定を活かしつつ、両地域の大学が連携し、事業を推進する。それと合わせて、現地に
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適した技術や設備の導入にあたっては、富山市内企業の優れた脱炭素技術を提供すること

を想定している。 

 

 

図 ５-21 今後のコブニ村における事業体制案 

 
表 ５-7 事業実施体制における役割 

関係者 役割 

富山市 コタキナバル市との連携支援、本邦受入支援 

コタキナバル市 UMSとの連携支援、現地受入支援 

富山国際大学 事業全体の推進、学生派遣等 

マレーシア国立サバ大学（UMS） エコツーリズムプログラムの開発 

富山市内企業 現地に適した技術や知見の提供 

日本エヌ・ユー・エス 全体統括、各事業の技術的支援 
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 制度構築支援分野及び都市間連携活動 

６.１ 都市間連携活動概要 

今年度は新型コロナウイルスの影響による渡航制限が解除されたことから、現地へ渡航

しての現地調査を実施できたことに加えて、両自治体が対面で参加する都市間連携セミナ

ーや小水力発電技術情報ワークショップ等、幅広い活動を行うことができた。 

2022年 10月には、本都市間連携事業においては、富山市として初めて現地自治体を訪

問し、改めて、引き続きの連携の継続について確認することができた（表 ６-1、表 

６-2）。 

 

表 ６-1 IRDA訪問及び意見交換の概要（2022年 10月） 

日
時 

2022年 10月 18 日＠IRDA会議室 

参
加
者
（
敬
称
略
） 

IRDA 

Dato Dr Badrul Hisham Kassim 最高責任者、Rudyanto Bin 

Azharイスカンダル高速輸送部長、Ezani Bin Mohamadイスカ

ンダル高速輸送部副部長、Muhamad Nizam Bin Daud イスカン

ダル高速輸送部副部長、Kamisah Mohd Ghazaliレジリエント

環境部長、Ong Hwa Chong レジリエント環境部副部長、Dr. 

Nafisah レジリエント環境部 

富山市 小林、黒川 

JANUS 山瀬、平澤 

概
要 

富山市と IRDA の間での連携の経緯、今までの都市間連携の調査概要や結果について説

明および協議を実施した。 

写
真 
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表 ６-2 コタキナバル市訪問及び意見交換の概要（2022年 10月） 

日
時 

2022年 10月 17 日＠コタキナバル市役所 

参
加
者
（
敬
称
略
） 

コタキナバル市 

Noorliza Awang Alip市長、Junainah Abbie総括マネージャ

ー、Abdul Manaf Rajikan設計・開発部長、Jack Lo エンジ

ニアリング部長、Tantinny Fung 都市計画部長、Linda 

Manahan エンジニアリング部 

富山市 小林、黒川 

JANUS 山瀬、平澤 

概
要 

富山市とコタキナバル市の間での連携の経緯、今までの都市間連携の調査概要や結果に

ついて説明および協議を実施した。 

写
真 

 

 
６.２ セミナー 

今年度事業は都市間連携事業の 3年度目に該当することから、3年間の成果やゼロカー

ボンシティ宣言の意義や目的、その効果などを共有する現地セミナーを 2023年 2月に開

催した。当日のアジェンダや議事概要を以下に示す。 

 
６.２.１ IRDAとの都市間連携セミナー 

2023年 2月 16日に IRDAで開催した都市間連携セミナーのアジェンダを表 ６-3、議事

概要を表 ６-4に示す（セミナー資料：８.３、８.４）。 
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表 ６-3 都市間連携セミナーのアジェンダ（IRDA） 

 
 

表 ６-4 都市間連携セミナーの議事概要（IRDA） 

参
加
者
（
敬
称
略
） 

IRDA 

Dato Dr Badrul Hisham Kassim、Rudyanto Bin Azhar、Mamdoh 

B. Dat Hj Yusof Malim Kuning、Ong Hwa Chong、Dr. Nasfisah 

Abdul Rahiman、Choo Hui Hong 

バスオペレーター Sharom Tabil、Ramli 

富山市 小林、黒川 

JANUS 山瀬、平澤 
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議
事
内
容 

各出席者の紹介および挨拶の後、イスカンダルにおけるバイオ燃料利活用事業の検討

結果を改めて紹介し、脱炭素交通の構築を含めた次年度以降の検討内容や課題について

協議した。また、富山市からはゼロカーボンシティ宣言の経緯やそのメリット等、IRDA

からは Low-carbon society footprint2030の中身について説明をし、「ゼロカーボンド

ミノ」に向けた意見交換を実施した。 

 

 バイオ燃料利活用事業 

・ バスオペレーターの会社でも、バイオ燃料への転換を検討し始めている状況であ

る。POMEからどの程度の量のバイオメタンが回収できるのか、また、経済性の検

討結果などもご教示いただきたい。（Sharom Tabil） 

→昨年度の報告書に詳細が記載されているため、会議後に共有する。（JANUS） 

 

 脱炭素交通の実現に向けた今後の課題や次年度以降の検討 

・ ジョホールバル州内ではバイクの利用者が非常に多く、バイク利用者による CO2

の排出が多くなっている。また、その多くが仕事のためにシンガポールに移動し

ているため、両国間でも大きな課題となっている。そうした意味で、再生可能エ

ネルギーを活用したバッテリー交換式電気バイクの BaaS 事業は大変興味深い内

容である。（IRDA） 

・ 今後の検討に向け、マレー半島で電気バイクによる BaaS 事業の開発を進めてい

る Blue shark社とコンタクトを始めている。（IRDA） 

・ また、カーボンクレジット制度についても、マレーシア政府が、カーボンクレジ

ット制度の導入について検討し始めている状況である。IRDA として、政府に進言

なども可能であることから、次年度の検討にはそうした政策提言等についても項

目として含めていただきたく考えている。（IRDA） 

 

 各都市の脱炭素計画について 

・ LCSIM2030について、IRDAでは、マレーシア政府が掲げる目標値と比較して、よ

り高い目標を設定されているが、どういった理由か。（富山市） 

→目標値を GDPベースの炭素密度という形で設定していることが一つの要因であ

る。IRDAの GDPがマレーシア全土より高いため、必然的に目標も高くなるように

なっている。その一方で、今後、IRDA内で推進している事業において「脱炭素」

を意識するため、敢えて、目標を野心的な設定にしている意図もある。今後、再

生可能エネルギーの導入や石炭火力停止、カーボンクレジット市場の構築など、

政府からの後押しも多いため、実現可能な目標だと考えている。（IRDA） 

・ GCOMとの事業はどのような内容か。（富山市） 

→GCOM とはキャパシティビルディングに関する連携をしている。（IRDA） 
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図 ６-1 都市間連携セミナーの様子（IRDA） 

 

６.２.２ コタキナバル市との都市間連携セミナー 

2023年 2月 13日にコタキナバル市役所で開催した都市間連携セミナーのアジェンダを

表 ６-5、議事概要を表 ６-6 に示す（セミナー資料：８.３、８.５）。 

  



６７ 

 

表 ６-5 都市間連携セミナーのアジェンダ（コタキナバル市） 

 

 

表 ６-6 都市間連携セミナーの議事概要（コタキナバル市） 

参
加
者
（
敬
称
略
） 

コタキナバル市 
Noorliza Awang Alip、Junainah Abbie、Abdul Manaf Rajikan、

Jack Lo、Tantiny Fung、Linda Manahan、Fauziahton Ag Said 

マレーシア国立 

サバ大学（UMS） 
Pr. Ir. Dr. Peters Robert 

SESB Terrence Kouju 

コブニ村 Emalia Rabin、Noorlizahwati 

富山市 小林、黒川 

日本空調北陸 西川 

JANUS 山瀬、平澤 

 



６８ 

議
事
内
容 

各出席者の紹介および挨拶の後、主に太陽光発電設備の導入検討及びコブニ村におけ

る再生可能エネルギー導入の検討を中心に、都市間連携事業における調査結果及び今後

の方針について説明を行った。また、富山市からはゼロカーボンシティ宣言の経緯やそ

のメリット等、コタキナバル市からはグリーンシティアクションプランコタキナバル

（GCAPKK）の中身について説明をし、「ゼロカーボンドミノ」に向けた意見交換を実施し

た。 

 

 太陽光発電事業について 

・ 今後のステップとしては、コストの算出並びに資金調達の検討であると理解して

いる。現在、JCM はマレーシアで適用できないとのことであるため、コタキナバ

ル市側でも予算の検討を進める必要があると感じている。ある程度の事業コスト

が明らかになったら、一緒に検討して行きたい。（コタキナバル市） 

・ 今後、太陽光設備を実際に導入するとなった際に許認可の取得（”Approval of 

endorsement”）などが必要になると思われるが、手続き等について何か相談が必

要であれば、SESBとしてアドバイスできる。（SESB） 

・ 許認可取得については、どれくらいの期間がかかるのか。（コタキナバル市） 

→概ね 2週間～1か月が目安である。（SESB） 

 

 コブニ村の事業について 

・ コブニ村の事業については、都市間連携の調査を終え、今後 JICA 事業に提案を行

うと理解した。コタキナバル市では、JICA事業の経験もあるため、良い提案であ

ると思う。また、コタキナバル市では現在周辺の 3つの村でもコミュニティ観光

事業をコブニ村の事業をモデルに横展開させようとしているため、その動きとも

併せて事業が進められると良いと思われる。（コタキナバル市長） 

・ コブニ村、またその周辺の村における状況は類似しているため、今後、調査対象

範囲を広めるのが良いと思われる。また、UMS としては周辺環境の情報や状況を

理解しているため、本事業において力になれると思う。富山国際大学との連携も

歓迎する。（Pr. Robert） 

・ コタキナバル市の環境教育活動に、コブニ村の事業内容も盛り込んでみてはどう

か。（Pr. Robert） 

→コブニ村の小学生は隣の Kionsom村の小学校に通っている。そこで活動を実施

するのは良いかもしれない（コタキナバル市） 

 

 各都市の脱炭素計画について 

・ コタキナバル市は、ADB から低炭素計画導入候補都市として選定された経緯があ

るが、ADB から設備導入の具体的な予算が与えられるというスキームではない。
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（コタキナバル市） 

・ コタキナバル市では、現在の低炭素計画の具体化は公共交通政策から始めたいと

考えているため、富山市の交通政策からのコンパクトシティ、ゼロカーボンシテ

ィ宣言の流れというのは大変参考になる。（コタキナバル市） 

・ 富山市で路面電車の開発が進んだ経緯について教えてほしい。コタキナバル市と

しても、LRT及び BRTの検討を進めて来たが、LRTは土地収用の問題があり、導入

は難しいと考えている状況である。（コタキナバル市） 

→富山市では、既存の路面電車の線路が存在していたが、廃止後の計画として LRT

の導入が検討した。LRT はコスト面での課題があることは認識していたが、長期

的な政策として、利便性及び市内での渋滞防止を目指したいという想いがあり、

最終的には LRTを選定した。（富山市） 

・ 現在、コタキナバル市では、約 700のバスオペレーター企業が存在しており、ま

ずはその整理を進める必要があると感じており、来月、バス会社などを含むステ

ークホルダーと協議する予定である。また、コタキナバル市では観光セクターが

盛んであるため、観光用のバスの EV化なども検討したいと考えている。（コタキ

ナバル市） 

・ UMSでも、低炭素の技術促進のためにキャンパス内で EVや自家発電の再生可能エ

ネルギーを導入しており、2023 年までにグリーンキャンパスを目指す計画があ

る。（Pr. Robert） 

・ コタキナバル市として他に力を入れて行きたいと考えているセクターとしては、

省エネの街灯の導入（LED 置換）であるが、これは中央政府からの予算が非常に

限られており、導入できているのは必要台数の 1/25程度である。そのほか、廃棄

物管理政策や下水道問題、グリーンビルディングにも取り組んでいる。いずれに

しても政府からの資金は非常に低いため、JV などの官民活動として実施してい

る。（コタキナバル市長） 
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図 ６-2 都市間連携セミナーの様子（コタキナバル市） 

 

６.３ 制度構築支援 

前項で示す通り、今年度事業では、2023 年 2月に開催した両都市との都市間連携セミナ

ーにおいて、富山市における交通政策及び脱炭素政策に関する知見を共有し、現地と意見

交換を実施した。 

イスカンダル地域では、2023 年 2月に Low Carbon Society Blueprint for Iskandar 

Malaysia 2030（LCSBIM2030）が公表された（図 ６-3）。同計画には本都市間連携事業の

成果も一部反映されるような形で含まれており、具体的には、交通分野の GHG排出削減方

法として、バイオ燃料について言及されているほか、様々なステークホルダーとの連携の

ページでは富山市についても触れられている。 
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LCSIM2050の表紙 2030年の GHG削減ポテンシャル 

図 ６-3 LCSIM2050 
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 まとめ 

７.１ 今年度の都市間連携事業の成果 

前述の通り、今年度の都市間連携事業では、過年度の調査で実施できなかった現地渡航

が可能となり、現地での現地調査や現地でのセミナー開催等、非常に多くの成果がある事

業を実施することができた。これらも含めた成果のまとめを表 ７-1に示す。 

 
表 ７-1 今年度の都市間連携事業の成果のまとめ 

プロジェクト 成果 

脱炭素交通事業  バイオ燃料利活用事業に関するビジネススキーム及び実施体制につ

いて検討した。 

 ビジネス実現に向け、Gas Malaysia 社にコンタクトし、事業参画へ

の働きかけを行った。 

 上記の結果、ビジネスの詳細検討に向けた Gas Malaysia 社及び日揮

ホールディングス社、当社の 3 社間で NDA を締結し、AZEC 閣僚会議

官民投資フォーラムにおいて MoU を締結した。 

 上記と並行し、イスカンダル地域における脱炭素交通確立に向けた

方針や課題について意見交換を実施した。 

 協議の結果、次のターゲットとして、市民の交通手段としてのバイ

クを対象として、バッテリー交換式電気バイクを対象とした BaaS 事

業のマスタープランの検討を実施したい旨を確認した。 

太陽光発電事業  令和 3 年度事業までに検討した 3 箇所の導入候補地の現地調査を実

施し、コタキナバル市と協議した結果、導入対象候補地として、「コ

タキナバル市役所」を選定した。 

 株式会社日本空調北陸とともに、コタキナバル市役所の屋根等の実

地調査を行い、屋根の耐久性等を確認したうえで、設置可能箇所の

洗い出しを行った。 

 コタキナバル市役所から受領した電力消費データ等から、1 日の電力

需要カーブシミュレーションを実施した。 

 電力需要カーブに適した太陽光発電設備の設置容量を検討したうえ

で、発電シミュレーションを実施し、電力需給シミュレーションを

実施した。 

 今後の事業推進に向けた事業実施体制や運営体制、メンテナンス体

制を検討した。 

小水力発電事業  Naradau 発電所の実地調査を実施し、オンライン調査からは気付けな

かったポイントや現地の状況について確認した。 

 小水力発電技術セミナーを開催し、日本で長年培われてきた小水力

発電に関する知見等を共有した。 

 SESB 社の今後の再生可能エネルギーに関する事業計画について把握

し、日本企業との連携可能性について確認した。 

再生可能エネルギー

を活用した電化事業 

 コブニ村の実地調査を実施し、河川流量を測定し、水力発電導入ポ

テンシャルについて確認した。 
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 現地住民にヒアリングを実施し、電力利用に関する要望等を確認し

た。 

 今後の事業方針及び実施体制を検討した。 

都市間連携活動  現地で開催した都市間連携セミナーにおいて、富山市のゼロカーボ

ンシティ宣言やそれに基づく取組、交通政策との関係性等を紹介

し、現地自治体と意見交換を実施した。 

 イスカンダル地域では、都市間連携事業の成果も含めた「Low 

Carbon Society Blueprint for Iskandar Malaysia 2030

（LCSBIM2030）」が公表された。 

 
７.２ 次年度以降の方針 

 脱炭素交通事業 

今年度事業では、バイオ燃料利活用事業のビジネススキーム及び実施体制を検討した。

その結果、本事業の成果の 1つとして、Gas Malaysia社、日揮ホールディングス社、当社

の 3社間でビジネスの詳細検討に向けた MoUを締結することができた。今後は、3社で協

力をしつつ、ビジネス実現に向けた詳細な検討及びステークホルダーへの事業参画の働き

かけを行ったうえで、早ければ 2023 年度中に特別目的会社（SPC）を設立したうえで、事

業を開始する予定である。マレーシア国と日本国間での JCMが締結された場合は、JCMス

キームの活用等も視野に入れた検討を行う予定である。 

また、脱炭素交通の確立に向けては、公共交通以外の部分についての脱炭素化の必要性

があることを把握した。特に、シンガポールへの労働者やフードデリバリーサービスや

Grabなどの急速な普及により、バイク利用者が急増している状況であり、それらの対策が

急務となっている。IRDAからは、バッテリー交換式電動バイクを活用した BaaS（Battery 

as a Service）事業の導入により、これらの課題を解決したい意向を確認した。また、同

サービスに再生可能エネルギーである太陽光発電システムを組み合わせることで、電力の

脱炭素化及びエネルギーマネジメントの実施により、再エネのさらなる導入が可能になる

と考えられる。IRDA と協議の結果、まずは、技術面での導入可能性や政策面での支援も含

めたマスタープランの検討について、都市間連携事業の Phase2の中で検討したい意向を

確認した。検討にあたっては、富山市内企業である株式会社新日本コンサルタントとの協

力を検討している。同社では、インドネシアにおいて、既にバッテリー交換式電動バイク

の BaaS 事業を現地企業と実証を開始している 3ことから（図 ７-1）、それらの知見を活か

し、イスカンダル地域に適したモデルや政策支援の面での検討を行いたいと考えている。 

 

 
3 https://www.shinnihon-cst.co.jp/news/20221216-2.html 
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図 ７-1 新日本コンサルタント社が検討しているバッテリー交換式電動バイク 

 

 太陽光発電事業 

今年度事業では、コタキナバル市役所に対して、自家消費型の太陽光発電システムの導

入について検討し、適切な設備設置容量や運営体制等についても確認を行った。今後は、

現地の EPC事業者とも協力し、具体的な工事のプロセスや建設コスト等を明らかにしたう

えで、コタキナバル市役所側で投資判断を行う予定である。そのうえで、事業を実施する

場合は、JCM締結状況によるが、仮にマレーシア国と我が国の間の JCMが締結されていた

場合は、JCM設備補助事業の活用を検討する。 

 

 小水力発電事業 

今年度事業では、リハビリ候補地点の実地調査等を実施し、故障の状況等を確認するこ

とができた。また、小水力発電技術セミナーにより、日本の経験に基づく取水方式等の知

見を共有することができた。今後、事業実施に向けては、測量等も含めた詳細な現地調査

を行ったうえで、機器の選定や設計等を行うフェーズとなる。本都市間連携事業でそれら

を実施することは予算の関係上、難しい状況である。一方、日本政府の支援に関わらず、

SESB社としては、当該地点のリハビリを進める意向であり、既に社内で調査のための予算

等を確保していることから、引き続き、連携をしつつ、日本企業側で当該事業へ参画の意

思がある企業が見つかった場合は、JICA やその他政府系予算の活用も含め検討を進める考

えである。 

 

 再生可能エネルギーを活用した電化事業 

今年度事業では、現地調査やヒアリングから、現地の再生可能エネルギーの導入ポテン

シャルや、現地の電力需要ニーズ、近隣の村の状況などを確認することができた。これら

の情報を活かし、次年度は、JICA草の根技術協力事業（地域活性型）への応募を検討す
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る。事業応募にあたっては、これまでの富山市とコタキナバル市の協力協定を活かしつ

つ、両地域の大学が連携し、事業を推進する。それと合わせて、現地に適した技術や設備

の導入にあたっては、富山市内企業の優れた脱炭素技術を提供することを想定している。 

 

 都市間連携活動 

今年度事業では、現地渡航が実施できるようになったことから、富山市と両都市間での

連携が非常に強化された 1年であった。特に、2023年 2月に開催した都市間連携セミナー

では、富山市のゼロカーボンシティ政策や交通政策について共有し、大変活発な意見交換

が実施され、次年度以降も継続的に都市間で連携し、ゼロカーボンシティの形成に向けた

活動を行いたい意向を確認した。 

 

上記の状況を踏まえ、イスカンダル地域では、都市間連携事業の Phase2として、ゼロ

カーボンシティモデル地域形成事業の応募を検討している。事業概要は図 ７-2 に示すと

おりであり、これまでの内容から継続し、富山市と IRDA との協力協定のもと、3つの事業

を検討することを想定している。 

 

 

図 ７-2 Phase2応募予定事業 

 

1点目は IRDAから要請のあった「脱炭素交通の確立に向けた BaaS システムの導入検

討」として、バッテリー交換式電動バイクを対象とした BaaS システムのマスタープラン

検討を行いたいと考えている。2点目としては、IRDAで開発が進められている 6つのモデ

ルエリアを対象として、カーボンゼロモデルエリアの検討を行いたいと考えている。3点
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目としては、これらを支えるエネルギーとして、太陽光発電システム及び電力マネジメン

トシステムの導入を検討したいと考えている。 
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